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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な

変更はありません。また、主要な関係会社の異動もありません。

なお、第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しております。詳細は、「第４ 経理の状況 １

四半期連結財務諸表 注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりであります。

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第68期

第２四半期
連結累計期間

第69期
第２四半期
連結累計期間

第68期

会計期間
自 平成24年10月１日
至 平成25年３月31日

自 平成25年10月１日
至 平成26年３月31日

自 平成24年10月１日
至 平成25年９月30日

売上高（千円） 8,452,996 9,541,706 15,160,226

経常利益又は経常損失（△）（千円） 234,023 628,186 △8,792

四半期純利益又は当期純損失（△）

（千円）
44,911 437,251 △202,239

四半期包括利益又は包括利益（千円） 53,723 436,522 △192,011

純資産額（千円） 3,788,148 3,962,411 3,542,358

総資産額（千円） 16,148,898 17,158,854 15,025,107

１株当たり四半期純利益金額又は

１株当たり当期純損失金額（△）（円）
3.21 31.24 △14.45

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）

純利益金額（円）
－ － －

自己資本比率（％） 23.1 22.9 23.2

営業活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
457,145 321,636 △448,278

投資活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
△721,075 194,008 △1,532,556

財務活動によるキャッシュ・フロー

（千円）
916,284 32,848 1,434,064

現金及び現金同等物の四半期末（期末）

残高（千円）
2,697,844 2,047,214 1,498,720

回次
第68期

第２四半期
連結会計期間

第69期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成25年１月１日
至 平成25年３月31日

自 平成26年１月１日
至 平成26年３月31日

１株当たり四半期純利益金額（円） 34.83 59.58

２【事業の内容】
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当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

(1) 業績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新政権が掲げる経済政策や日銀による金融政策などを背景に

株価の上昇や円高是正、公共投資の増加など一部に持ち直しの動きが見られました。一方、海外経済においては、

米国は緩やかな回復基調が続いておりますが、中国は成長の鈍化が鮮明になり、新興国では成長に減速感が見られ

るなど世界経済を巡る不確実性は深まり、国内製造業の生産活動はまだまだ厳しい状況で推移しました。

当社グループを取り巻く環境におきましては、大学等に大規模な研究開発関連予算が成立したことや製造業の海

外進出など好材料はあったものの、民間設備投資の動きは依然として低位であったことから厳しい環境は継続しま

したが、当期間における受注高につきましては前年を上回る量を確保することができました。

このような事業環境の中、当社グループは「創造の共創へ」という企業理念に基づき、事業セグメントを越えた

グループ間の協力体制を強化したうえで、顧客ニーズに応える戦略的な提案営業と採算性を重視した売上確保に重

点を置き取り組んでまいりました。

この結果、当第２四半期連結累計期間における当社グループの売上高は 百万円（前年同期比12.9％増）、

営業利益は 百万円（前年同期比149.7％増）、経常利益は 百万円（前年同期比168.4％増）、繰延税金負債の

取り崩し等による法人税等調整額234百万円を計上し、四半期純利益は 百万円（前年同期比873.6％増）となり

ました。

セグメントの業績は、次のとおりであります。

なお、当第１四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較について

は、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組替えた数値で比較しております。

① 施設機器

当社グループの主要事業であります施設機器におきましては、研究開発関連予算の増加や医薬・食品・化学業

界を中心としたソリューション営業の展開、さらにはメンテナンス体制の拡充を背景に、実験台やドラフト関連

の主力商品やサービスの売上及び受注は順調に推移しています。主要顧客であります大学や官公庁からの引合い

件数も活発であり前年を上回る実績となりました。また、厳しい受注環境は続いていますが、昨年度より取り組

んでいます積極的な原価低減により売上総利益率も高水準を維持、さらに改善できております。その結果、売上

高は6,799百万円（前年同期比19.7％増）、営業利益は821百万円（前年同期比111.9％増）となりました。

② 機械装置

機械装置におきましては、厳しい事業環境の中、当社グループを挙げて新商品開発やコスト競争力の強化に努

めるなど、積極的な事業展開に注力してまいりましたが、民間設備投資が低調であることから厳しい受注競争が

継続する状況となりました。特に、医薬品メーカー向けの売上が減少したことや半導体製造関連装置の特需の影

響で前年同期を若干下回ることになりました。しかし、当社の封じ込め技術や製品開発のための多岐にわたる粉

体ニーズにお応えするプロセス開発には高い評価をいただいており前年を上回る受注高の確保につながっており

ます。

この結果、売上高は2,742百万円（前年同期比1.1％減）、営業利益は108百万円（前年同期比17.3％減）とな

りました。

(2) 財政状態の分析

当第２四半期連結会計期間末における資産につきましては、前連結会計年度末から2,133百万円増加して

百万円となりました。流動資産は、前連結会計年度末から2,684百万円増加して 百万円、固定資産は、前連

結会計年度末から551百万円減少して 百万円、繰延資産は18百万円となりました。

流動資産の増加の主な要因は、現金及び預金が564百万円、受取手形及び売掛金が2,102百万円増加したことによ

るものであります。

固定資産の減少の主な要因は、有形固定資産が484百万円、無形固定資産が55百万円減少したことによるもので

あります。

第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

２【経営上の重要な契約等】

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

9,541

667 628

437

17,158

10,394

6,745
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負債につきましては、前連結会計年度末から1,713百万円増加して 百万円となりました。流動負債は、前

連結会計年度末から1,598百万円増加して 百万円、固定負債は、前連結会計年度末から115百万円増加して

百万円となりました。

流動負債の増加の主な要因は、支払手形及び買掛金が1,307百万円、未払法人税等が326百万円増加したことによ

るものであります。

固定負債の増加の主な要因は、長期借入金が234百万円増加したことによるものであります。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は548百万円の増加（前年同四半期は652百万円の増加）

し、当第２四半期連結会計期間末の残高は2,047百万円となりました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要

因は、次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロ－）

営業活動によるキャッシュ・フローは321百万円の増加（前年同四半期は457百万円の増加）となりました。その

主な要因は、税金等調整前四半期純利益574百万円、仕入債務の増加額1,307百万円、売上債権の増加額2,102百万

円並びにその他資産及び負債の増減額477百万円であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロ－）

投資活動によるキャッシュ・フローは194百万円の増加（前年同四半期は721百万円の減少）となりました。その

主な要因は、有形固定資産の売却による収入315百万円（有形固定資産の売却及び取得の収支差額）であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロ－）

財務活動によるキャッシュ・フローは32百万円の増加（前年同四半期は916百万円の増加）となりました。その

主な要因は、社債の発行による収入109百万円（社債の発行及び償還の収支差額）であります。

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、80百万円であります。

なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

(6) 主要な設備

① 前連結会計年度末において計画中であった主要な設備の新設について、当第２四半期累計期間に完成したもの

は、次のとおりであります。

② 当第２四半期連結累計期間において、以下の主要な設備を売却しております。

13,196

8,251

4,945

会社名
事業所名

所在地 セグメントの名称 設備の内容
投資総額
（千円）

完成年月

不二パウダル㈱

本社及び工場

大阪府

東大阪市
機械装置

機械装置生産

研究開発

その他設備

1,535,569 平成25年11月

会社名
事業所

（所在地）
セグメントの名称 設備の内容

帳簿価額
（千円）

売却年月

不二パウダル㈱
野江

（大阪市城東区）

施設機器

機械装置

研究開発

施設設備

その他設備

119,287 平成25年12月

不二パウダル㈱
本社

（大阪市城東区）
機械装置

研究開発

その他設備
57,379 平成26年１月
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①【株式の総数】

②【発行済株式】

該当事項はありません。

該当事項はありません。

該当事項はありません。

第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 42,000,000

計 42,000,000

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）
(平成26年３月31日)

提出日現在発行数（株）
(平成26年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 14,197,438 14,197,438

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ

（スタンダード）

単元株式数

1,000株

計 14,197,438 14,197,438 － －

(2)【新株予約権等の状況】

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4)【ライツプランの内容】

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高

（千円）

平成26年１月１日～

平成26年３月31日
－ 14,197,438 － 1,387,182 － 1,113,302
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（注） 上記のほか、自己株式が201千株あります。

①【発行済株式】

②【自己株式等】

(6)【大株主の状況】

平成26年３月31日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社イトーキ 大阪府大阪市城東区今福東一丁目４番12号 7,250 51.07

矢澤 英実 大阪府豊中市 806 5.68

矢澤 としゑ 東京都板橋区 516 3.64

矢澤 英人 東京都板橋区 469 3.31

矢澤 明人 東京都国立市 464 3.27

矢澤 瑞枝 大阪府豊中市 451 3.18

榛葉 千津子 東京都杉並区 368 2.60

村口 和孝 東京都世田谷区 300 2.11

ダルトン従業員持株会 東京都中央区築地五丁目６番10号 267 1.89

クレデイツト スイス アーゲ

ー チユーリツヒ

（常任代理人 株式会社三菱東

京ＵＦＪ銀行）

UETLIBERGSTRASSE 231 P.O.BOX 600 

CH-8070 ZURICH SWITZERLAND

（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号）

150 1.06

計 － 11,044 77.79

(7)【議決権の状況】

平成26年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 201,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 13,951,000 13,951 －

単元未満株式 普通株式 45,438 － －

発行済株式総数 14,197,438 － －

総株主の議決権 － 13,951 －

平成26年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ダルトン
東京都中央区築地五丁目

６番10号
201,000 － 201,000 1.42

計 － 201,000 － 201,000 1.42
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該当事項はありません。

２【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成26年１月１日から平

成26年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年10月１日から平成26年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

第４【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,382,657 2,947,452

受取手形及び売掛金 3,892,669 5,995,436

商品及び製品 604,141 424,105

仕掛品 153,713 255,522

原材料及び貯蔵品 378,412 447,763

その他 307,152 330,828

貸倒引当金 △9,275 △6,855

流動資産合計 7,709,471 10,394,254

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 681,773 1,721,974

機械装置及び運搬具（純額） 147,664 136,488

土地 3,159,995 2,663,827

その他（純額） 1,417,340 399,759

有形固定資産合計 5,406,773 4,922,049

無形固定資産

のれん 288,820 270,765

その他 633,221 595,461

無形固定資産合計 922,041 866,226

投資その他の資産

投資有価証券 81,937 87,779

その他 886,582 870,220

貸倒引当金 △320 △315

投資その他の資産合計 968,199 957,684

固定資産合計 7,297,015 6,745,961

繰延資産 18,620 18,638

資産合計 15,025,107 17,158,854
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（単位：千円）

前連結会計年度
(平成25年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(平成26年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,824,659 4,132,301

短期借入金 2,542,653 2,312,239

1年内償還予定の社債 128,400 177,700

未払法人税等 36,831 363,682

賞与引当金 139,710 194,732

製品保証引当金 23,580 24,621

移転損失引当金 178,996 －

資産除去債務 － 23,705

その他 778,001 1,022,350

流動負債合計 6,652,832 8,251,333

固定負債

社債 668,000 730,500

長期借入金 2,055,860 2,290,260

退職給付引当金 883,205 883,608

役員退職慰労引当金 144,996 146,087

資産除去債務 32,715 31,086

その他 1,045,139 863,566

固定負債合計 4,829,916 4,945,109

負債合計 11,482,749 13,196,442

純資産の部

株主資本

資本金 1,387,182 1,387,182

資本剰余金 1,116,886 1,116,886

利益剰余金 1,030,076 1,467,327

自己株式 △60,101 △60,413

株主資本合計 3,474,043 3,910,983

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 18,189 20,111

その他の包括利益累計額合計 18,189 20,111

少数株主持分 50,125 31,316

純資産合計 3,542,358 3,962,411

負債純資産合計 15,025,107 17,158,854
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年10月１日
至 平成25年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
至 平成26年３月31日)

売上高 8,452,996 9,541,706

売上原価 5,626,518 6,174,733

売上総利益 2,826,478 3,366,972

販売費及び一般管理費 ※  2,559,284 ※  2,699,885

営業利益 267,193 667,086

営業外収益

受取利息 405 493

保険事務手数料 2,323 2,790

助成金収入 100 900

貸倒引当金戻入額 3,547 2,515

その他 16,122 13,624

営業外収益合計 22,498 20,323

営業外費用

支払利息 37,042 40,327

手形売却損 8,143 8,785

持分法による投資損失 185 －

その他 10,297 10,110

営業外費用合計 55,668 59,223

経常利益 234,023 628,186

特別利益

固定資産売却益 783 51

受取補償金 14,960 －

負ののれん発生益 － 14,157

特別利益合計 15,744 14,209

特別損失

固定資産除却損 － 1,748

固定資産売却損 － 833

移転関連費用 － 65,322

移転損失引当金繰入額 178,996 －

特別損失合計 178,996 67,905

税金等調整前四半期純利益 70,771 574,490

法人税、住民税及び事業税 68,789 355,669

法人税等調整額 △39,107 △215,766

法人税等合計 29,682 139,903

少数株主損益調整前四半期純利益 41,089 434,587

少数株主損失（△） △3,822 △2,664

四半期純利益 44,911 437,251
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年10月１日
至 平成25年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
至 平成26年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 41,089 434,587

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 12,181 1,934

持分法適用会社に対する持分相当額 453 －

その他の包括利益合計 12,634 1,934

四半期包括利益 53,723 436,522

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 57,469 439,173

少数株主に係る四半期包括利益 △3,745 △2,650
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年10月１日
至 平成25年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
至 平成26年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 70,771 574,490

減価償却費 117,470 171,362

負ののれん発生益 － △14,157

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,196 △2,424

賞与引当金の増減額（△は減少） 6,897 55,022

退職給付引当金の増減額（△は減少） △24,816 403

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 15,103 1,091

製品保証引当金の増減額（△は減少） △3,065 1,041

移転損失引当金の増減額（△は減少） 178,996 △178,996

受取利息及び受取配当金 △1,052 △1,415

支払利息 37,042 40,327

持分法による投資損益（△は益） 185 －

固定資産売却損益（△は益） △783 782

固定資産除却損 － 1,748

売上債権の増減額（△は増加） △931,556 △2,102,767

たな卸資産の増減額（△は増加） 33,797 8,875

仕入債務の増減額（△は減少） 931,643 1,307,642

未払消費税等の増減額（△は減少） △44,155 9,324

受取補償金 △14,960 －

その他 165,184 477,776

小計 530,505 350,127

補償金の受取額 14,960 －

法人税等の支払額 △88,320 △28,491

営業活動によるキャッシュ・フロー 457,145 321,636

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △29,102 △28,602

定期預金の払戻による収入 21,600 21,600

有形固定資産の取得による支出 △662,026 △455,913

有形固定資産の売却による収入 3,161 771,308

無形固定資産の取得による支出 △3,267 △805

投資有価証券の取得による支出 △2,780 △2,815

貸付けによる支出 △800 △400

貸付金の回収による収入 409 417

利息及び配当金の受取額 1,061 1,376

その他 △49,331 △112,158

投資活動によるキャッシュ・フロー △721,075 194,008
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成24年10月１日
至 平成25年３月31日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成25年10月１日
至 平成26年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 693,525 398,978

短期借入金の返済による支出 △463,045 △289,700

長期借入れによる収入 780,000 900,000

長期借入金の返済による支出 △408,232 △1,005,293

社債の発行による収入 485,750 164,199

社債の償還による支出 △104,200 △54,200

自己株式の取得による支出 △116 △311

子会社の自己株式の取得による支出 － △2,000

利息の支払額 △39,760 △39,910

その他 △27,636 △38,913

財務活動によるキャッシュ・フロー 916,284 32,848

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 652,354 548,493

現金及び現金同等物の期首残高 2,045,490 1,498,720

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  2,697,844 ※  2,047,214
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１ 受取手形割引高は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間（自 平成24年10月１日 至 平成25年３月31日）及び当第２四半期連結累計期間

（自 平成25年10月１日 至 平成26年３月31日）

当社グループの売上高は、第２四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間に集中しており、第１四半期

連結会計期間及び第３四半期連結会計期間は相対的に少なくなる傾向があります。

※  販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

※  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、下記

のとおりであります。

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成24年10月１日 至 平成25年３月31日）

配当に関する事項

該当事項はありません。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成25年10月１日 至 平成26年３月31日）

配当に関する事項

該当事項はありません。

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成25年９月30日）

当第２四半期連結会計期間
（平成26年３月31日）

受取手形割引高 千円774,856 千円1,325,599

（四半期連結損益計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自 平成24年10月１日
至 平成25年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成25年10月１日
至 平成26年３月31日）

給与諸手当 千円1,058,721 千円1,094,677

退職給付費用 122,817 127,670

賞与引当金繰入額 123,880 153,717

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第２四半期連結累計期間
（自 平成24年10月１日
至 平成25年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成25年10月１日
至 平成26年３月31日）

現金及び預金勘定 千円3,577,778 千円2,947,452

預入期間が３か月を超える定期預金 △879,934 △900,238

現金及び現金同等物 2,697,844 2,047,214

（株主資本等関係）
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Ⅰ 前第２四半期連結累計期間（自 平成24年10月１日 至 平成25年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

（注）１．セグメント利益の調整額 千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に事業セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間（自 平成25年10月１日 至 平成26年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

（単位：千円）

（注）１．セグメント利益の調整額 千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。全社

費用は、主に事業セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

第１四半期連結会計期間より、会社組織の変更に伴い報告セグメントを従来の「科学研究施設」から

「施設機器」に、「粉体機械等」から「機械装置」に名称を変更し、「科学研究施設」に含まれていたシ

ステム機器事業を「機械装置」に含めております。

なお、前第２四半期連結累計期間のセグメント情報は、会社組織変更後の報告セグメントの区分に基づ

き作成したものを開示しております。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（重要な負ののれん発生益）

「機械装置」セグメントにおいて、連結子会社である㈱昭和化学機械工作所の自己株式取得により、負

ののれん発生益14,157千円を計上しております。なお、負ののれん発生益は特別利益のため、セグメント

利益には含めておりません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２施設機器 機械装置 計

売上高

外部顧客への売上高 5,678,892 2,774,104 8,452,996 － 8,452,996

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 5,678,892 2,774,104 8,452,996 － 8,452,996

セグメント利益 387,545 130,990 518,536 △251,342 267,193

△251,342

報告セグメント
調整額
（注）１

四半期連結損益
計算書計上額

(注)２施設機器 機械装置 計

売上高

外部顧客への売上高 6,799,312 2,742,393 9,541,706 － 9,541,706

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － －

計 6,799,312 2,742,393 9,541,706 － 9,541,706

セグメント利益 821,160 108,393 929,553 △262,466 667,086

△262,466

7432/E02799/ダルトン/2014年
－16－



１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前第２四半期連結累計期間
（自 平成24年10月１日
至 平成25年３月31日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成25年10月１日
至 平成26年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 円 銭3 21 円 銭31 24

（算定上の基礎）

四半期純利益金額（千円） 44,911 437,251

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 44,911 437,251

普通株式の期中平均株式数（株） 13,998,309 13,996,405

２【その他】
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該当事項はありません。

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ダルト

ンの平成25年10月１日から平成26年９月30日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成26年１月１日から平成

26年３月31日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成25年10月１日から平成26年３月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・

フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ダルトン及び連結子会社の平成26年３月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

独立監査人の四半期レビュー報告書

平成26年５月14日

株式会社ダルトン

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 斎藤  昇 印

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 田中 徹 印

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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